
事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.１ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 無線通信等に関する一般消費者の利益の保護のための広報啓発、行政相談、指導等

事務・権限の概
要 

(１) 目的 

一般消費者の利益の保護。 

(２) 根拠法令 

① 所掌事務規定 

総務省設置法第 28 条第 1 項 

総務省組織規則第 273 条第１項第 16 号 

② 具体的事務の根拠法令 

― 

(３) 出先機関が実施している具体的な業務内容 

① 無線通信等に関する広報啓発に係る事務 

② 無線通信等に関する行政相談及び指導等に係る事務 

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

行政相談受付件数 平成２１年度 約３万８千件 

平成２２年度 約３万６千件 

平成２３年度 約４万５千件 （関係課直接対応を含む。） 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日） 

「地方移管」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望はなかった。 

□ ＩＣＴ分野の急速な技術革新と規制改革による競争の進展や、放送のデジタル

化によりデータ放送や端末向け放送も可能になったことを背景に、スマートフォ

ンをはじめとした高度化・多様化した情報通信機器・サービスが広く普及してき

ている。それに伴い、情報通信行政に関する相談・要望等の内容も、制度内容か

ら個々の事業者に関する事項など多様化・複雑化してきており、こうした状況に

的確に対応するには情報通信行政に関する専門的知識・経験を有する必要がある

ため、引き続き長年の経験ある再任用職員を含め、総合通信局・沖縄総合通信事



務所の職員による適切な対応が必要である。 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 

(区分の理由等) 

総合通信局・沖縄総合通信事務所では、一般消費者から寄せられる電話などによ

る相談・問い合わせ等に対し、関係課へ直接入るもの以外に、全般相談として総合

通信相談所という窓口において対応（総務部門の職員が他の業務と併行して実施）

を行っている。相談・問い合わせ内容の多くは受信障害や無線局免許等の申請に係

るものなど、電波監理に関するものが多く、特に高度な専門性が求められる内容に

対して、迅速、効率的かつ的確に対処するためには、電波監理の専門部門において

対応することが一般消費者の利益に合致すると考えられる。 

一方、消費者にとっては、国民サービスに関する問い合わせ先が集約され、専門

的な対応が可能な関係機関と連携した上で、省庁横断的な相談窓口が行政区域単位

に存在することの利便性もある。このため、このような行政区域単位の横断的窓口

が消費者のために設けられる場合に、問い合わせ窓口に係る事務を個々の地方自治

体の発意に応じ、他分野の権限移譲の状況や国民の利便性の観点に配慮した上で、

選択的に移譲することは可能。 

 

備考  

 

Ａ－ｂ 



事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.２ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 情報通信技術（ICT）に関する産学官連携（民間に対する助成）に関する事務 

事務・権限の概
要 

（1）目的 

地域における情報通信技術の振興強化を図るため、地域の大学、企業、自治体

等からなる産学官の体制により、最先端の情報通信技術分野における研究開発

や活用方策等の検討を行い、その成果を広く展開することを目的として実施す

る。 

（2）根拠法令 

①所掌事務規定 

総務省設置法第２８条第１項 

総務省組織規則第２７４条 

②具体的事務の根拠法令 

総務省組織規則第２８３条の２第１号 

情報の電磁的流通の規律及び振興に関する総合的な政策のうち情報の電磁的

流通を促進するための国、独立行政法人、地方公共団体、大学、民間等の連

携に関するものの企画及び立案並びに推進に関すること。 

（3） 関係する計画・通知等 

第 4期科学技術基本計画（平成 23 年 8月 19 日閣議決定） 

（4）出先機関が実施している具体的な業務内容 

  ① 調査の実施 

    地域における最先端の情報通信技術に対する固有ニーズ、技術開発のシー

ズ等についての現状調査 等 

  ② 検討会の開催 

   ・地域におけるニーズとシーズのマッチング 

   ・地域内研究開発連携の在り方 

   ・実証実験プロジェクトの実施体制 等を検討 

  ③ 成果の周知 

    最先端の情報通信技術の活用方策等についてセミナーなどで周知 

  なお、民間に対する助成は現在行っていないことから、情報通信技術の産学官

連携に関する事務のうち、助成に関する具体的事務は現在実施していない。 

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

なし 



地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日） 

「地方移管」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方公共団体からの要望はなかっ

た。 

□ 情報通信技術の産学官連携に関する事務のうち、民間に対する助成事務は現在

実施していない。 

 

 

 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会 「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 

(区分の理由等) 

地域における情報通信技術の振興強化を図るためには、地域の大学、企業、自治

体等からなる産学官の体制により、最先端の情報通信技術の研究開発や活用方策等

の検討を行うとともに、その成果を広く展開する取組が有効と考えられる。 

総合通信局・沖縄総合通信事務所では、これまでも地域における最先端技術に対

する固有のニーズや技術開発のシーズ等についての把握や、連携のための関係者間

との連絡調整、地域の実情に適した研究開発テーマや情報通信技術の活用方策等の

ほか、セミナー等を通じた周知などにも取り組んでいる。 

しかし、地域の課題解決を目指し、地域における情報通信分野の研究テーマの発

掘や研究開発、地元の大学、企業等が参画する実験プロジェクトや連携体制の強化

の取組については、地域におけるニーズやシーズを踏まえ、地方自治体で実施する

ことでその成果・効果が高まることも考えられるため、地域内での産学官連携推進

の取組について、個々の地方自治体の発意があれば、他分野の事務・権限移譲の状

況や国民の利便性の観点に配慮した上で、移譲することが可能と考えられる。 

なお、情報通信技術の産学官連携に関する事務のうち、民間に対する助成事務は

現在実施していない。 

 

備考  

 

Ａ－ｂ 



 

事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.３ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 情報通信技術（ICT）に関する研究開発（国の委託研究）に関する事務 

事務・権限の概
要 

（1）目的 

最先端の情報通信技術分野における基礎的でハイリスクな技術の研究開発を国

が推進することで、イノベーションの源泉となる ICT 分野の基盤となる技術を

確立し、我が国が抱える社会的課題の解決や我が国の国際競争力の強化に資す

ること。 

（2）根拠法令 

①所掌事務規定 

総務省設置法第２８条第１項 

総務省組織規則第２７４条 

②具体的事務の根拠法令 

総務省組織規則第２８３条の２第２号 

情報の電磁的流通及び電波の利用に関する技術の研究及び開発に関するこ

と。 

（3） 関係する計画・通知等 

第 4期科学技術基本計画（平成 23 年 8月 19 日閣議決定） 

（4）出先機関が実施している具体的な業務内容 

総合通信局・沖縄総合通信事務所においては、本省での研究開発課題採択の

決定に基づき、以下の庶務的事務を実施。 

ア 地域の企業・大学等からの提案受付・相談事務 

イ 地域の企業・大学等との契約書類（研究計画を含む）・相談事務 

ウ 委託契約に係る経理検査事務（会計検査院対応を含む） 

エ 公募説明会・成果発表会の開催に係る事務 等 

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

各事務量は全国合計で以下のとおり。（平成 21、22、23、24 年） 

ア 提案書類の件数 ：21 年 640 件程度、22 年 630 件程度、23年 560 件程度、 

24 年 620 件程度 

イ 委託契約の件数 ：21 年 310 件程度、22 年 250 件程度、23年 225 件程度、 

24 年 280 件程度 

ウ 委託契約に係る実地検査の件数 ：21 年 90 件程度、22 年 60 件程度、 

23 年 50 件程度、24 年 50 件程度 



エ 公募説明会の開催件数 ：21 年 50 件程度、22年 35 件程度、23 年 35 件程度、 

24 年 35 件程度 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日） 

「地方移管」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望は無かった。 

□ 近年の ICT 分野の急速な技術革新を背景に、高度化・多様化した研究開発を国

が行っている。こうした状況のもと、国と委託事業者との委託契約の締結にあた

り、研究計画の確認や経理検査時における研究実施内容と経費支出の整合性の確

認等の庶務的業務を行う際には、最先端のＩＣＴ分野の技術に精通した専門知

識・経験が必要である。そのような要件を満たす職員を総合通信局・沖縄総合通

信事務所に配置し、適切に対応している。 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 

(区分の理由等) 

本委託研究は、情報通信技術分野の戦略的な研究開発テーマに関し、国際競争力

の強化や国民の安心・安全の確保、若手研究者の育成などへの貢献が期待される独

創性、新規性の高い研究開発のうち、特に、地域固有の課題解決や地場産業の振興・

創出など地域活性化のために、地域に密着した大学や、地域の中小・中堅企業等の

研究開発を支援するものである。 

委託研究テーマは、全国各地の企業・大学等からの研究開発提案を外部有識者の

意見も参照しつつ、国として実施すべきＩＣＴ分野の基盤となる技術を確立するた

めに必要な研究開発課題として選定される。その際、総合通信局・沖縄総合通信事

務所においては、地域の企業・大学等の利便性を確保するとともに、研究開発執行

業務の効率化を図るため、本省が行う研究開発課題の採択結果に従い、委託先とな

る大学、民間企業等との委託契約や窓口業務に関し、庶務的事務のみを実施してい

る。 

なお、契約等にあたっての庶務的業務においては、委託契約にあたっての研究計

画の確認や経理検査時における研究実施内容と経費支出の整合性の確認等の際、最

先端のＩＣＴ分野の技術に精通した専門知識を有する職員の配置が不可欠である。

こうした専門的知識を有する職員が自治体に配置されることを前提に、他分野の

事務・権限移譲の状況や国民の利便性の観点に配慮した上で、これら庶務的業務に

ついて自治体の発意に応じて移譲することが可能である。 

 

備考  

 

Ａ－ｂ 



事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.４ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 情報通信による地域振興等（地方自治体に対する助成） 

事務・権限の概
要 

（１）目的 

情報通信基盤の整備及び公共分野における ICT 利活用の促進を支援することによ

り、住民利便の向上、地域の諸課題の解決、地域経済社会の活性化等を図る。 

（２）根拠法令 

・総務省設置法第２８条第１項 

・総務省組織規則第２７４条 

（３）関係する計画・通知等 

・新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定） 

「光の道」構想（2015 年頃を目途にすべての世帯でブロードバンドサービスを

利用）の実現が目標とされている。 

（４）出先機関が実施している具体的な業務内容 

① 情報通信基盤の整備及び公共分野における ICT 利活用の促進の実施に際して

の申請書類の受付・形式審査 

例：申請書の受理、形式審査（記載内容の不備の確認、積算金額の確認、添

付書類の確認等）、本省進達 

② 複数の市町村域・県域にまたがる ICT 利活用を推進するための、ICT 導入の

標準仕様策定に向けた支援事務（事業主体に対する効果検証・分析調査に必要

な基礎データ収集、学識者、ICT 関係事業者等との連絡調整・協議） 

③ これまでの事業主体に対する会計検査院の実地検査対応（現地での立ち会い、

実地検査のための各事業主体の事業進捗状況の把握や取得財産処分に係る相

談・質問対応） 

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

平成 22 年度 

 ・地域 ICT 利活用広域連携事業（契約数）   97 件 

 ・地域雇用創造 ICT 絆プロジェクト（採択数） 72 件（平成 22 年度予備費） 

平成 23 年度 

 ・地域 ICT 利活用広域連携事業（契約数）   26 件 

 ・情報通信利用環境整備推進事業（採択数）   6 件 

平成 24 年度 

 ・情報通信利用環境整備推進事業（採択数）   8 件 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日） 



「廃止･民営化等」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望はなかった。 

□ 情報通信による地域振興等（地方自治体に対する助成）に係る情報通信基盤の

整備は、平成 21 年度予算に係る事業をもって廃止したところ。 

□ 平成 22 年度及び 23 年度には、地域 ICT 人材の育成・活用や ICT の利活用によ

る地域課題の解決を図る取組に関する委託事業を実施し、終了した。 

□ なお、超高速ブロードバンド基盤については平成 23 年 3 月末時点で約 390 万世

帯が利用できない状況であり、このような格差是正に資するため、平成 23 年度よ

り、地理的な制約から民間事業者の投資による超高速ブロードバンド基盤の整備

が困難な市町村等に対し、経費の一部を支援（情報通信利用環境整備推進交付金）

している。 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 
（※）詳細につい

ては、右記参照 

(区分の理由等) 

上記①及び②の事務に係る助成事業は、いずれも本省の予算により実施しており、

かつ①の事務に係る助成のうち情報通信基盤の整備は平成21年度予算に係る事業を

もって廃止された。 

他方、知事会ＰＴからは「情報通信による地域振興等（地方自治体に対する助成）」

については、廃止・民営化すべきとの要望がなされており、その要望内容を具体的

に精査する必要があるものの、出先機関が担っている事務を整理すると次のとおり

である。 

（総論） 

○ ブロードバンド整備とその利活用の促進は、他の主要国と同様、国において推進

すべきものである。 

○ また、広域におけるＩＣＴ利活用標準仕様等の全国普及を図るに当たっては、 

活用可能な事業者のネットワークや電波事情等を熟知しつつ、 ICT を通じた地域

の課題解決の在り方とともに全国のICT 利活用事例を把握している国が関与する

ことが適当。 

（個別事務に関する補足） 

① 情報通信基盤の整備及び公共分野における ICT 利活用の促進の実施に際しての

申請書類の受付・形式審査 

本事務は、国が先進的 ICT の導入・利活用に係る委託事業等を実施するにあた

って、国と事業主体の間での委託契約を締結等する際の申請・提案書類等の窓口

での受付や書類具備・金額計算の確認といった形式審査の事務であり、事務内容

は定型的で、かつ事務量が微少である。 

また、本事務の内容は定型的なものであるが、形式審査のために必要な要綱を

本省において策定しており、審査事務に当たる担当者は、要綱の内容を網羅的に

Ａ－ｂ 

(※) 



把握しておくことが必要となる。 

したがって、当該事務への対応のために、各地方自治体それぞれに所要の執行

体制を整備することは、行政効率が非効率であると考えられることからも、国に

おいて実施することが適切。 

② 複数の市町村域・県域にまたがる ICT 利活用を推進するための、ICT 導入の標準

仕様策定に向けた支援事務 

本事務は、国が効果的・効率的な ICT 利活用の普及拡大の観点から、複数の市

町村域・県域にまたがった広域連携による ICT 導入に係る標準仕様（有効性・安

全性を含めた最適な ICT 関連機器・システムの導入手法等）を策定するにあたっ

て必要となる、事業主体への効果検証・分析調査に係る基礎的データの収集事務、

学識者、ICT 関係事業者等幅広い主体から ICT 技術面・人材面での意見・アドバ

イス等を聴取する際の連絡事務である。 

事務内容は定型的で、かつ事務量が微少であるため、当該事務への対応のため

に、各地方それぞれに所要の執行体制を整備することは、行政効率が非効率であ

ると考えられることからも、国において実施することが適切。 

③ これまでの事業主体に対する会計検査院の実地検査対応 

本事務は、これまでの国の事業に係る会計検査の対応であり、場合によっては

補助金の返還（行政処分）や委託金の減額にも及ぶ可能性もあることから、事業

主体に対して、ICT 機器・システムの調達方法、財産管理・処分方法など、補助

金適正化法やこれまでの会計検査院の指摘事項などを踏まえた専門的なアドバイ

ス・フォローが必要となる。 

また、先進的 ICT の導入に係る事業が検査対象となる場合、会計検査院の質問

も専門領域に及ぶことが考えられ、これに対応するためには、ICT 専門家・事業

者等と迅速かつ適切な情報共有・相談などを行える、ICT 機器・システムの機能・

特性を熟知した専門人材が不可欠である。 

以上のことから、当該会計検査に備えて、各地方自治体それぞれに所要の執行

体制を整備することは行政効率が非効率であると考えられることからも、国にお

いて実施することが適切。 

 

備考  

 



事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.５ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 情報通信に関する広報啓発・相談（セミナー開催等）（対民間） 

事務・権限の概
要 

（１）目的 

地域が必要としている ICT に関する情報を提供、あるいは相談に応じることによ

り地域における ICT の導入・利活用の促進を図り、地域経済社会の活性化を図る。

（２）根拠法令 

・総務省設置法第２８条第１項 

・総務省組織規則第２７４条 

（３）関係する計画・通知等 

・新成長戦略（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定） 

情報通信技術の利活用による国民生活の利便性の向上等が唱われている。 

・原口ビジョンⅡ（ICT 維新ビジョン 2.0）（平成 22 年 5 月 6 日 総務省） 

地域における ICT 利活用の促進（2013 年までに、「地域の ICT 利活用率」を倍

増）が盛り込まれている。 

（４）出先機関が実施している具体的な業務 

① 一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が既に公表した支援策、国が

既に公表した優良事例等の各ブロック内民間団体への更なる周知・啓発 

② 国による最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アド

バイス 

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

セミナー、シンポジウム等の開催件数（民間団体への訪問件数を含む。） 

 平成２２年度：７９６件※ 

平成２３年度：１，０１９件※ 

平成２４年度：１，０３７件※ 

※上記件数については、別添調書（対地方自治体）と重複しているもの。 

予算執行額：総合通信局・沖縄総合通信事務所の経費のうち一般財源（８，２９２

百万円）の内数 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」(平成２２ 年７月１５日) 

「地方移管」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 



平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望はなかった。 

□ 平成 22 年度以降も引き続き、一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が

既に公表した支援策や優良事例等の各ブロック内地方自治体への更なる周知・啓

発については、地方自治体が独自に取り組んでいるものと認識しているところ。

□ 国による最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アドバ

イス等について、情報通信分野の技術革新は著しく、特に電子政府・電子自治体、

セキュリティ・安心・安全分野は国民の生命・財産に直結することから、最新の

動向に関する周知･啓発については、国において行うことが適切。 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会 「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局） 「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
（※）詳細につい

ては、右記参照 

(区分の理由等) 

民間向けの情報通信に関する広報啓発・相談（セミナー開催等）については、一

般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が既に公表した支援策や優良事例等の

各ブロック内地方自治体への更なる周知・啓発については自治体が担い、国による

最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アドバイス等に関す

るものは国自らが周知する必要があると考えられる。その理由は次のとおりである。

① 一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が既に公表した支援策や優良事 

例等の各ブロック内民間団体への更なる周知・啓発 

その有効性・安全性が十分に確立されている一般的 ICT を中心として、その導

入が十分に進んでいない民間団体に対する、相談・アドバイス、国から入手した

ICT 利活用に関する公表情報（支援策、優良事例等）の更なる周知・啓発（セミ

ナー・シンポジウム等）の実施については、積極的・先端的に ICT 利活用に取り

組んで成果を上げている地方自治体において実施することが適切。 

② 国による最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アドバイ

ス等 

技術革新の著しい情報通信分野に関しては、最新の動向をフォローすることが

重要であり、例えば、電子政府・電子自治体、セキュリティ・安心・安全分野、

先進的なＩＣＴの利活用等に関する国による最新の施策については、国において

周知・啓発を行うことが適切。 

 

備考  

 

Ａ－ｂ 

（※） 



事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.６ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 情報通信に関する広報啓発・相談（セミナー開催等）（対地方自治体） 

事務・権限の概
要 

（１）目的 

地域が必要としている ICT に関する情報を提供、あるいは相談に応じることによ

り地域における ICT の導入・利活用の促進を図り、地域経済社会の活性化を図る。

（２）根拠法令 

・総務省設置法第２８条第１項 

・総務省組織規則第２７４条 

（３）関係する計画・通知等 

・新成長戦略（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定） 

情報通信技術の利活用による国民生活の利便性の向上等が唱われている。 

・原口ビジョンⅡ（ICT 維新ビジョン 2.0）（平成 22 年 5 月 6 日 総務省） 

地域における ICT 利活用の促進（2013 年までに、「地域の ICT 利活用率」を倍

増）が盛り込まれている。 

（４）出先機関が実施している具体的な業務 

① 一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が既に公表した支援策や優良

事例等の各ブロック内地方自治体への更なる周知・啓発 

② 国による最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アド 

バイス 

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

セミナー、シンポジウム等の開催件数（地方自治体への訪問件数を含む。） 

 平成２２年度：７９６件※ 

平成２３年度：１，０１９件※ 

平成２４年度：１，０３７件※ 

※上記件数については、別添調書（対民間）と重複しているもの。 

予算執行額：総合通信局・沖縄総合通信事務所の経費のうち一般財源（８，２９２

百万円）の内数 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」(平成２２ 年７月１５日) 

「廃止・民営化等」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 



平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望はなかった。 

□ 平成 22 年度以降も引き続き、一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が

既に公表した支援策や優良事例等の各ブロック内地方自治体への更なる周知・啓

発については、地方自治体が独自に取り組んでいるものと認識しているところ。

□ 国による最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アドバ

イス等について、情報通信分野の技術革新は著しく、特に電子政府・電子自治体、

セキュリティ・安心・安全分野は国民の生命・財産に直結することから、最新の

動向に関する周知･啓発については、国において行うことが適切。 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 

（※）詳細につい

ては、右記参照 

(区分の理由等) 

自治体向けの情報通信に関する広報啓発・相談（セミナー開催等）については、

一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が既に公表した支援策や優良事例等

の各ブロック内地方自治体への更なる周知・啓発については自治体が担い、国によ

る最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アドバイス等に関

するものは国自らが自治体に周知する必要があると考えられる。その理由は次のと

おりである。 

①  一般的な ICT 導入に係る相談・アドバイス、国が既に公表した支援策や優良事

例等の各ブロック内地方自治体への更なる周知・啓発 

その有効性・安全性が十分に確立されている一般的 ICT を中心として、その導

入が十分に進んでいない地方自治体に対する、相談・アドバイス、国から入手し

た ICT 利活用に関する公表情報（支援策、優良事例等）の更なる周知・啓発（セ

ミナー・シンポジウム等）の実施については、積極的・先端的に ICT 利活用に取

り組んで成果を上げている地方自治体において実施することが適切。 

②  国による最新の施策に係る周知・啓発、先進的な ICT 導入に係る相談・アドバ

イス等 

技術革新の著しい情報通信分野に関しては、最新の動向をフォローすることが

重要であり、例えば、電子政府・電子自治体、セキュリティ・安心・安全分野、

先進的なＩＣＴの利活用等に関する国による最新の施策については、国で周知・

啓発を行うのが適切。 

仮に、地方自治体ごとに情報通信分野の動向の把握度合いが異なり、その対応

に相違が生じた場合、地域によっては、安全水準が異なる事態を招きかねないこ

とからも、国による最新の施策については、国において周知・啓発を行うことが

適切。 

 

備考  

 

Ａ－ｂ 

（※） 



事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.７ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 ケーブルテレビ等の許認可等 

事務・権限の概
要 

「ケーブルテレビ等の許認可等」のうち、「小規模共聴施設（～５００端子。区域

外再放送を行う場合を除く。）」に係る届出等の事務 

（１）目的 

放送法に基づき、有線一般放送等の受信者の利益を保護するとともに、有線一

般放送等の健全な発達を図ること。 

（２）根拠法令 

総務省設置法第２８条第１項 

総務省組織規則第２７５条 

（３）関係する計画・通知等 

  － 

（４）出先機関が実施している具体的な業務 

①業務の届出（放送法第１３３条第１項）： 

一般放送の業務を行おうとする者の届出受理 

②承継の届出（放送法第１３４条第２項）： 

一般放送事業者の地位を承継した者の届出受理 

③業務廃止届出（放送法第１３５条第１項）： 

一般放送事業者の業務廃止の届出受理 

④小規模共聴施設に係る相談事務 

⑤有料放送の業務改善命令（放送法第１５６条第２項）： 

不当な差別的取扱いを行っている場合、料金が受信者の利益を阻害している場

合、業務改善命令 

⑥有料放送の説明義務違反に対する違反是正命令（放送法第１５６条第３項）： 

有料放送事業者が提供条件の説明義務に違反した場合、違反是正命令 

⑦業務停止命令（放送法第１７４条）： 

法令違反の場合、業務停止の命令 

⑧報告徴収（放送法第１４５条第４項）： 

道路法の許可に関する報告の徴収 

⑨資料の提出（放送法第１７５条）： 

資料の提出請求 

※ ⑤から⑨の事務については、国が関与した方が合理的な場合があり得ること

から、国民が等しく視聴機会を得られるようにすることに国が一定の役割を果

たすことが必要であると考えられるため、移譲のあり方について検討が必要。

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

届出件数（※ケーブルテレビ等の許認可等のうち、小規模共聴施設（～５００端子。区域外再放送を行

う場合を除く。）に係る主な出先機関の事務に係るものについて全局合計。局毎の件数は別紙のとおり。）

平成２１年度 １３，７３５件 



平成２２年度 １６，６６５件 

平成２３年度 ２３，２５６件 

地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日） 

「地方移管」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望はなかった。 

□ 小規模共聴施設（～５００端子。区域外再放送を行う場合を除く。）に関し、無

届けのまま不適切な事業が行われること等を防ぐため、きめ細かな周知・指導等

能動的な対応を行っている。また、新たな建築物の構築等に伴う新たな難視につ

いても、届出事務の前段として、難視を解消する手段等専門性を要する総合的な

相談に対し、職員が蓄積したノウハウを前提にきめ細かな対応を図る必要がある

ため、受信者保護に十分留意しつつ、総合通信局・沖縄総合通信事務所において、

引き続き当該事務に鋭意取り組んでいるところ。 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会 「第二次勧告」(平成２０年１２月８日) 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 
（※）詳細につい

ては、右記参照 

(区分の理由等) 

１ ケーブルテレビ等に関する事務は、近年特に通信・放送の技術・制度に精通し

た専門性が必要となっている。その業務は引き続き本省指揮の下、国による一様

の規律を要する事務である。 

２ しかしながら、地域の実情や住民のニーズ等を反映し得る「ケーブルテレビ等

の許認可等」の事務の一部については、他分野の事務・権限移譲の状況や国民の

利便性の観点に配慮した上で、国による統一的判断基準等を策定するなどして、

地方自治体に監督権限を委ねられるのではないかと考える。 

３ 具体的には「ケーブルテレビ等の許認可等」のうち、「小規模共聴施設（～５０

０端子。区域外再放送を行う場合を除く。）」については、技術基準適合維持の義

務がなく立入検査が不要なことなどから、地方自治体に移譲することが可能であ

ると考える。 

なお、国民が等しく視聴機会を得られるようにすることに国が一定の役割を果

たす必要がないかどうか等について、法令上の検討がさらに必要であると考える。

また、事故発生時の迅速な対応を確保するためには、応急対応や再発防止・停

止命令等に国が関与した方が合理的な場合があり得ることから、地方分権と齟齬

を来さないようにしながらも国に一定の権限を留保すること等については、法令

上の検討がさらに必要であると考える。 

 

備考 移譲するとした事務・権限について以上のとおり検討したが、「小規模共聴施設（～

５００端子。区域外再放送を行う場合を除く。）」について、 

・届け出られた業務について、届出内容の変更が適時適切になされるよう管理する

とともに、無届けのまま不適切な事業が行われないよう、きめ細かな周知・指導を

行っていくなど、常に能動的対応が必要であること。 

・新たな建築物の構築等に伴う新たな難視について、届出事務の前段として小規模

共聴施設を構築するか、高性能アンテナで対応するか、既存ケーブルテレビ事業者

にサービス提供を求めるかといった専門性を要する総合的な相談が寄せられことが

多いため、職員がノウハウを習得し、きめ細かく対応する必要があること。 

等も含め、受信者保護に十分留意されたい。 

 

Ａ－ｂ 

（※） 



別紙

業務指標 22年度 23年度 24年度

北海道 届出件数 491 件 747 件 1,837 件

東北 届出件数 1,235 件 1,358 件 1,344 件

関東 届出件数 2,731 件 4,448 件 5,652 件

信越 届出件数 567 件 696 件 774 件

北陸 届出件数 332 件 370 件 615 件

東海 届出件数 1,621 件 1,623 件 2,288 件

近畿 届出件数 3,210 件 3,710 件 5,165 件

中国 届出件数 1,198 件 1,148 件 1,717 件

四国 届出件数 830 件 838 件 1,046 件

九州 届出件数 1,492 件 1,695 件 2,751 件

沖縄 届出件数 28 件 32 件 67 件

合計 届出件数 13,735 件 16,665 件 23,256 件



事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：総合通信局・沖縄総合通信事務所 No.８ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 信書便事業の監督 

事務・権限の概
要 

(1) 目的 

  民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）に基づ

き、郵便法（昭和２２年法律第１６５号）と相まって、信書の送達の役務につい

て、あまねく公平な提供を確保しつつ、利用者の選択の機会の拡大を図る。 

(2) 根拠法令 

 ①所掌事務に関する規定 

  ・総務省設置法（平成１１年法律第９１号）第 28 条第 1項 

  ・総務省組織規則（平成１２年総務省令第１号）第 298 条の 3 

 ②具体的事務の根拠法令 

  ・民間事業者による信書の送達に関する法律 

(3) 関係する計画・通知等 

  － 

(4) 出先機関が実施している具体的な業務内容 

 ・特定信書便事業に関する許認可（例：事業許可、信書便約款・管理規程の認可）

等（二以上の総合通信局・沖縄総合通信事務所の管轄区域にわたる役務又は国

際信書便の役務を提供するものを除く。） 

 ・特定信書便事業者に対する検査等  

予算の状況 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の経費のうち一般財源（７，８３０百

万円）の内数（平成２５年度予算計上額：支出負担行為ベース） 

（北海道局６７６百万円、東北局８１７百万円、関東局１，４２８百万円、信越局

４９３百万円、北陸局４５２百万円、東海局８２０百万円、近畿局９４０百万円、

中国局６６６百万円、四国局４９８百万円、九州局７９５百万円、沖縄事務所２４

４百万円） 

関係職員数 総合通信局・沖縄総合通信事務所(１１局所)の定員（１,２９５人（平成２５年度見

込み））の内数 

（北海道局１１６人、東北局１２２人、関東局２７０人、信越局７４人、北陸局６

５人、東海局１３１人、近畿局１５７人、中国局１０５人、四国局８１人、九州局

１３５人、沖縄事務所３９人） 

事務量（アウト
プット） 

（本省処理案件）許認可については、総合通信局・沖縄総合通信事務所の経由事務

あり  

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

許認可件数 ３８件 ２８件 ４５件 

検査実施件数 ０件 ０件 ０件 

 

（総合通信局・沖縄総合通信事務所の実績）全体では以下のとおり。局所毎の実績

は別紙のとおり。 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

許認可件数 １３６件 １０７件 １０６件 

検査実施件数  ６４件  ６４件  ７６件 

 

 



地方側の意見 全国知事会「国の出先機関の原則廃止に向けて」（平成２２年７月１５日） 

「地方移管」 

その他各方面の
意見 

なし 

平成21年工程表
における見直し
の内容 

該当なし 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

□ 平成 22 年度見直し以後、当該事務･権限に係る地方側からの要望はなかった。

□ 信書便制度は、憲法第 21 条第２項後段に基づく信書の秘密の保護と通信手段の

国民へのあまねく公平な提供、すなわちユニバーサルサービスの提供確保を前提

に、郵便法と相まって民間事業者に信書の送達を認めている制度であり、平成 15

年 4 月の創設後 10 年が経過した。これまで全国で 400 者近い事業者が参入してい

るが、顧客のニーズに対応すべく、自らの送達手段の運用又は事業協定や業務委

託の認可を通じて提供区域を都道府県内から広域に拡大する事業者も増え、個々

の事業者の事業形態も多様化・複雑化している。 

□ これらの状況に的確に対応するためには信書便行政に関する専門知識・経験を

有する必要があるため、信書の秘密の確保とユニバーサルサービスの提供確保は

国に課せられた義務であり、信書便制度の維持のためには、国の機関である総合

通信局・沖縄総合通信事務所の職員による適切な対応が必要であるため、総合通

信局・沖縄総合通信事務所の職員において対応している。 

 

その他既往の政
府方針等 

地方分権改革推進委員会「第二次勧告」（平成 20年 12 月 8 日） 

（総合通信局）「組織定員のスリム化を行い、現行の組織を残す。」 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 
（※）詳細につい

ては、右記参照 

(区分の理由等) 

１ 信書便事業は、国が確保すべき責務を負う郵便のユニバーサルサービスの提供

を確保しつつ、憲法に規定する「信書の秘密」を保障し、信書送達の分野に民間

事業者を参入させるものであることから、その監督に係る制度設計は、郵便のユ

ニバーサルサービスの提供確保と一体的に国が行うことが妥当であり、その業務

は引き続き本省指揮の下、国による一様の規律を要する事務である。 

２ しかしながら、地域密着型の事業展開（例えば、バイクや自転車のみを送達手

段として３時間役務で展開する、地元自治体の公文書集配業務の受託のみを行う）

の事業者に対する「信書便事業の許認可等」の事務の一部については、他分野の

事務・権限移譲の状況や国民の利便性の観点に配慮した上で、国による統一的な

判断基準を策定する等して、地方自治体に監督権限を委ねられるのではないかと

考える。 

 大型信書便役務や高付加価値役務を提供する者にあっては、提供区域に法的な

規制を設けていないことから、顧客のニーズに対応すべく、送達手段の追加や他

の信書便事業者や運送事業者との事業協定・業務委託を通じて柔軟に広域・全国

規模の配送網を構築することが可能である。したがって、都道府県単位での監督

が容易ではないことと、信書便物の紛失・き損・誤配等の重大事故への迅速な対

応のためには、信書の秘密の確保と郵便のユニバーサルサービス確保を一体的に

国が行うという責務があることから、国が関与した方が合理的な場合があり得る

Ａ－ｂ 

（※） 



ことに留意する必要がある。 

このため、地方分権と齟齬を来さないようにしながらも、国に一定の権限を留

保すること等について、法令上の検討がさらに必要であると考える。 

備考  

 



別紙

業務指標 22年度 23年度 24年度

許認可件数 38 28 45

検査実施件数 0 0 0

許認可件数 34 1 0

検査実施件数 3 3 3

許認可件数 3 10 6

検査実施件数 2 1 1

許認可件数 35 26 24

検査実施件数 27 20 21

許認可件数 5 7 4

検査実施件数 1 3 1

許認可件数 9 14 8

検査実施件数 2 3 4

許認可件数 3 0 1

検査実施件数 6 6 8

許認可件数 16 14 19

検査実施件数 9 11 12

許認可件数 6 19 12

検査実施件数 5 5 6

許認可件数 0 5 3

検査実施件数 0 0 4

許認可件数 20 11 20

検査実施件数 7 10 16

許認可件数 5 0 9

検査実施件数 2 2 0

許認可件数 136 107 106

検査実施件数 64 64 76

許認可件数 174 135 151

検査実施件数 64 64 76
合計

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

北陸

地方局計

本省

北海道

東北

関東

信越
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